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新型コロナウイルス感染症で影響を受ける医療機関・医療法人の皆様へ

雇用維持と事業継続の為の資金繰り支援等のご案内について（第 2 版） 

 今般、経済産業省関東経済産業局長より本会宛に、標記の支援につき周知方の

依頼がありました。

本案内につきましては、令和  2 年 5 月 1 日付  (地 81、年税 5、健Ⅱ87)の文書でご案

内いたしましたが、第 2 版として、新たに１．地代・家賃の支払いに対する家賃支援

給付金が示されております。家賃支援給付金の詳細については、別紙の経済産業

省中小企業庁の「家賃支援給付金に関するお知らせ」をご参照ください。

また、前回の案内でもお示しした、２．月々の固定費の支払いに向けた持続化

給付金、３．雇用の維持に向けた雇用調整助成金の特例措置について、中小企業

に対する助成の割合が一律  10/10 へ引き上げられ、４． IT を使用した業務効率化

としての  IT  導入補助金の補助割合は、最大  3/4 とされ、５．事業継続のための運

転資金としての「無利子・無担保融資」（「福祉医療機構による無利子・無担保の

融資」、「日本政策金融公庫による実質無利子・無担保の融資」、「同公庫等による

一部実質無利子での借換」）等についても示されています。

つきましては、貴会におかれましても本件についてご了知いただきますととも

に、貴会管下の郡市区医師会並びに関係医療機関等への周知方につきご高配を賜

りますようよろしくお願い申し上げます。







５. 事業継続のための運転資金が心配な方へ

信用保証付き融資における保証料・利子減免

民間金融機関で最大4千万円の実質無利子・無担保融資が受けられます
※ 対象者はセーフティネット保証4号、5号、危機関連保証の認定を受けた方
※ 小・中規模事業者は、売上高▲５％で保証料1/2、売上高▲１５％で保証料ゼロ・金利ゼロ
【お問合せ先】
中小企業 金融・給付金相談窓口 0570-783-183 ※9:00～17:00（毎日）

日本政策金融公庫(国民事業)で実質無利子・無担保融資が受けられます
※ 実質無利子化の限度額は、日本公庫（国民事業） 4千万円
【お問合せ先】
日本公庫 事業資金相談ダイヤル：0120-154-505
沖縄公庫 融資第二部中小企業融資第一班：098-941-1785

日本政策金融公庫等の過去の借入れを一部実質無利子で借換できます
【お問合せ先】
中小企業 金融・給付金相談窓口 0570ｰ783-183 ※9：00～17：00（毎日）

 セーフティネット保証4号・5号

一般保証(最大2.8億円)とは別枠の保証を対象とする資金繰り支援
が受けられます
※ セーフティネット保証4号 一般枠とは別枠（最大2.8億円）で借入債務の100％を保証

売上高が前年同月比▲20％以上減少等の場合 ＜全都道府県を対象に指定＞
※ セーフティネット保証5号 一般枠とは別枠（最大2.8億円、4号と同枠）で借入債務の80％を保証

売上高が前年同月比▲5％以上減少等の場合 ＜無床診療所、有床診療所、一般病院を含め、
全ての業種が対象＞

【お問合せ先】 最寄りの信用保証協会

中小企業向け資本性資金供給・資本増強支援
民間金融機関が自己資本とみなすことができる資本性劣後ローンを供給します
※ 対象者：新型コロナウイルス感染症の影響を受けた、以下のいずれかに該当する事業者
①事業計画を策定し※、民間金融機関等による協調支援を受ける事業者

※国民事業については、原則認定支援機関の経営指導を受けて事業計画を策定した事業者
②Ｊ-Startupに選定又は中小機構が出資する投資ファンドから出資を受けた事業者
③再生支援協議会の関与のもとで事業再生を行う事業者

※  貸付限度：国民事業7,200万円（別枠）
【お問合せ先】 日本公庫（国民事業） 0120-154-505（平日） 0120-112-476（休日）

無利子・無担保融資

福祉医療機構で無利子・無担保融資が受けられます
※ 当初5年間は1億円まで無利子（1億円超の部分は0.2％、6年目以降は0.2％）
※ 限度額は病院7.2億円、老健・介護医療院1億円、それ以外の施設で4,000万円又は｢当該医療機関の

前年同月からの減収の12ヶ月分｣の高い方(3億円までは無担保)
※ コロナ対応を行う医療機関、政策医療を担う医療機関は無利子・無担保の融資枠をさらに拡大
※ 償還期間は15年以内、うち据置期間（元金の返済猶予期間）5年以内
※ 既往貸付についても、当面6ヶ月間の元利金、事業者の状況に応じて更に最長3年間の元利金の支払いに

ついて、返済猶予の相談に対応します。
【お問合せ先】 独立行政法人 福祉医療機構
福祉貸付専用フリーダイヤル：0120-343-862 医療貸付専用フリーダイヤル：0120-343-863

（※携帯電話等で繋がらない場合：03-3438-0403）








